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はじめに

昨今の教員養成をめぐる議論では、実践的指導力につ
いて言及することが、一つのトレンドとなっている。実
践的指導力（の基礎）を育成することが教員養成の目的
となり、教員養成の内実を規定する基準となり、そして
教員養成の内実つまり「質」そのものを表すようになっ
ている。教員養成政策において実践的指導力が一つの鍵
概念となったのは、もちろん今に始まったことではない。
ただし、近年の特徴は、実践的指導力そのものと実践的
指導力の育成手段がセットになって示されている点にあ
る。教職実践演習の新設と履修カルテの導入が一例であ
る。そして、2012 年 8 月に出された中央教育審議会答
申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な
向上方策について」では、「学び続ける教師像」の確立
が必要とされ、特に新たな学びを展開できる実践的指導
力の育成のために、教員養成の高度化が提言された。実
践的指導力の育成のために、教員養成の内容に変化を求
めるのではなく、教員養成制度そのものの再構築を迫っ
ているのが現在の状況である。

ただし、実践的指導力の育成を鍵として進められる教
員養成政策は、研究者を中心に必ずしも肯定的に捉えら
れているわけではない。そもそも大学における教員養成
で「実践性」をどこまで教授できるかという問いや、実

践的指導力の概念そのものの曖昧性に起因する教師の専
門性の矮小化（例えば現場ですぐに使えるスキル）を批
判する声もある１。一方で、答申等で定義される実践的
指導力を教員養成の目標に位置づけ、多様な実践が展開
されていることも事実であろう２。

こうしたアンビバレントな議論が存在する中で、実践
的指導力をめぐる教員養成研究をどのように進展させる
ことができるだろうか。本稿では、これまでの研究を踏
まえた上で、実践的指導力をめぐる教員養成研究の新た
な研究視角を探ることを目的とする。具体的には、まず
これまでの研究や議論の内容を素描し、次に三つの観点
から実践的指導力をめぐる議論の内実を検討する。一つ
めは、教育学研究の枠組みという点から、特に教育方法
学分野での議論の検討を行う。二つめは、教科等の領域
の枠組みという点から、特別支援教育における議論を分
析する。そして三つめは、他分野の専門職養成という枠
組みから、保育者養成における実践的指導力をめぐる議
論を検討する。なお、これらの観点の分析においては、
教員養成研究に絞らず、実践的指導力全般に関する議論
を俯瞰している。その理由は、それぞれの分野・領域に
おける議論は、教員養成に限らず、多様な側面からなさ
れているためであり、全体的な状況から得られる知見を
分析しようと考えたからである。最後に、三つの観点か
らの実践的指導力をめぐる研究の特徴を踏まえ、そこか
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ら導き出された知見を基に、実践的指導力をめぐる教員
養成研究の新たな研究視角の可能性を考察する。

（佐藤仁）

１．実践的指導力をめぐる教員養成研究の先行

研究
まず、実践的指導力をテーマにした教員養成研究の

動向を概観しておきたい。国立情報学研究所の Cinii 
Articles において、「実践的指導力」をタイトルに冠して
いる論文（〜 2012 年）を検索すると 211 件がヒットす
る（2013 年 6 月 30 日現在）。そのうち、教員養成段階
における実践的指導力論を展開しているもので、学会大
会発表要旨集等を除く学術論文等（計 177 論文）の傾向
を分析した。

実践的指導力に関する研究は、タイトルに名を冠して
いなくても存在している。しかし、多くの教員養成研究
において実践的指導力という言葉が一つの鍵概念になっ
ている状況に鑑みると、何をもって実践的指導力に関す
る研究とするかについて明確な判断基準を見いだすこと
は困難である。そこで、本稿ではタイトルに「実践的指
導力」という言葉を用いていることを一つの基準とした。
また、雑誌論文だけではなく、書籍や報告書の中の一論
考としても研究成果は公開されているが、本稿ではそれ
らすべてを網羅することは困難であったため、分析の対
象からは外している。ただし、分析内容の考察を補足す
る際にそうした論考も活用している。以上の分析の限界
を踏まえた上で、全体的な傾向と論文の内容の二つに焦
点を当て、先行研究を検討していく。

（1）出版年ごとの論文数

論文の出版年ごとの数に着目し、そのデータをまとめ
ると、図１のようになる３。全体的な傾向として、1998
年を除いて、2000 年以前の論文の数はそれほど多くな
く、2004 年を境に、論文の数が増えていることがわかる。
この傾向は、実践的指導力をめぐる政策的な動向、特に
教員の資質能力論に関する中央教育審議会等の答申の展
開とシンクロしている。

そもそも「実践的指導力」という言葉自体は、1986 年
の臨時教育審議会答申に初めて登場する言葉であり４、
1987 年の教育職員養成審議会答申「教員の資質能力の
向上方策について」において明確に教員に必要な資質能
力として位置づけられている。しかし、この時期の研究
動向として、実践的指導力という言葉にそれほど反応を
示さなかったことがわかる。1987 年の答申を引き継ぐ
形で、1997 年の教育職員養成審議会第一次答申「新た
な時代に向けた教員養成の改善方策について」において
も、教員に必要な資質能力、特にいつの時代にも求めら
れる資質能力の中心として実践的指導力が位置づけられ
ている。この答申を受ける形で、1998 年の論文数が増
加している。ただし、これらの論文の多く（15 本中 10
本）は、1997 年の全国私立大学教職課程研究連絡協議
会全国大会におけるシンポジウム「教師の『実践的指導
力』の基礎とは何か」での報告論文である。

1998 年を過ぎると、論文の数は減り、2003 年まで若
干の増加傾向となるが、2004 年に一気に倍増する。こ
の背景にあるのが、2004 年 10 月に諮問され、2006 年 7
月に公表された中央教育審議会答申「今後の教員養成・
免許制度のあり方について」である。この答申では、「教
員として最小限必要な資質能力」の一つとして実践的指
導力が示されており、現状の教員養成に対してその実践

（注）筆者作成

図 1：分析対象とした実践的指導力に関する論文の数（出版年別）
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的指導力の育成が十分ではないと指摘している。そこで、
その育成の方途として、教職実践演習の導入や教職指導
の充実を提言した。この 2006 年の答申は、実践的指導
力という言葉を用いただけでなく、その育成方策を示し
たことによって、教員養成の実践論に直接影響を及ぼし
たものと言える。それが、この時期以降、論文数が増え
た理由であり、どのように実践的指導力を育成するかと
いう実践論を中心に研究が行われるようになった。特に
2009 年の数が最大になる背景には、2010 年度入学の学
生から履修カルテ並びに教職実践演習が義務化されるこ
とがあり、その方法に資する論を模索する研究・実践が
論文として示された時期であったと位置づけられよう。

以上のように、審議会による答申が公表された後には、
必ず論文の数が増えるというのが一つの特徴である。こ
の特徴が意味することは、実践的指導力という言葉が必
ずしも教員養成の現場から内発的に生まれたものではな
いこと、そして教師教育研究の成果として打ち出された
教員の資質能力概念であるわけでもないことである。も
し、そうであるならば、答申の展開とは関係なく、継続
的に研究が進められるはずだからである。周知のことで
あるが、実践的指導力はあくまでも教員養成政策の中か
ら誕生し、利用されてきた言葉である。それは、こうし
た研究成果の側面からも説明できよう。そして、実践的
指導力をめぐる研究は、結果として教員養成政策の動き
に合わせながら進められたと理解できるだろう。

（２）論文の内容

次に分析の対象とした論文の内容を概観すると、大き
く三つの種類に分けることができる。もちろん、一つの
論文が複数にまたがる内容を包含していることがあり、
一つ一つの論文を三つに明確に分けることはできない。
ただし、内容としては大きく三つの枠組みで議論されて
いることがわかる。以下、特に近年のものに絞って具体
的な論文をいくつか紹介しながら、分析してみよう。

① 実践的指導力をめぐる政策の分析

一つめは、実践的指導力という言葉が文部科学省（文
部省）や審議会の提言・答申にどのように表れてきたの
かを分析した政策展開の研究である。特に、教員の資質
能力論の展開という文脈において、実践的指導力がどう
位置づけられているのかが分析されている傾向にある。
例えば、田辺は実践的指導力だけではなく、その類縁の
言葉に着目して、政策文書においてそれらがどのように
定義されてきたのか、そして育成の方策がどう示されて
きたのかを分析している５。その歴史的展開を 1971 年
の中央教育審議会答申「今後における学校教育の総合的
な拡充整備のための基本的施策について」まで遡ること
で、実践的指導力とその類縁の言葉は非常に長いスパン
でわが国の教員養成政策で重視されていること、そして

その育成方策として教育実習が重要な方策として議論さ
れていることを明らかにしている。

また、論文の一部において実践的指導力をめぐる政策
展開を説明した上で、自校の実践分析やアンケート調査
分析などを行っているものである。例えば、生野は教員
に求められる資質能力について、三つの審議会答申から
その内実を捉え、実践的指導力の様相を分析した上で、
自らの講義（「教育実習の事前指導」）における実践的指
導力の基礎を育成する方策を分析している６。さらに、
実践的指導力の内実を捉える研究手法として、答申や関
係する諸政策で示されている実践的指導力の中身を分析
した研究もある７。

こうした政策の展開を時系列的に追う研究の他には、
例えば実践的指導力をめぐる政策策定の背景や経緯を分
析する研究がある８。また、実践的指導力をめぐる教員
政策を批判的に考察する研究もある９。ただし、こうし
た政策策定の経緯や政策そのものを問い直す研究は、そ
れほど多くはない。

② 実践的指導力という概念

二つめは、「実践的指導力とは何か」という概念その
ものを問う研究である。上述した政策展開の研究とは異
なり、審議会等でどう議論されたのかという観点ではな
く、それぞれの実践や学問分野、または立場から実践的
指導力を再解釈しようとするものである。

概念の把握を目的とする論文としては、学会等のシン
ポジウムでの報告が中心となっている。一つは、中国四
国教育学会第 60 回大会（2008 年）でのシンポジウム「教
師の実践的指導力とは何か―近年の教員養成・教員研修
の動向をふまえて―」である。このシンポジウムでは、
実践的指導力の概念把握を教育学研究の立場、教員養成
現場の立場、教育委員会の立場、学校現場の立場の四つ
の側面から試みている 10。もう一つは、2009 年の全国
私立大学教職課程研究連絡協議会全国大会における公開
シンポジウム「私立大学は教師教育改革にどう向き合う
か―実践的指導力を問う―」である。ここでは実践的指
導力を、政策展開、教育実践研究、原理的研究、学校現
場という四つの観点から捉えようとしている 11。

こうした多角的に実践的指導力の概念を捉えようとす
る際、当事者の捉え方の次元が異なるという指摘がある。
時田は、自らの研究方法論との関係で、学校現場の見解
は現実的で、文科省や教育委員会、さらには大学教員の
見解は理想的だと位置づけている 12。大学教員の見解が
すべて理想的ではないだろうが（例えば教育実践研究者
の見解 13）、少なくとも学校現場の見解に比べれば、や
や規範的・観念的であることは、上記の研究の特徴とし
ても指摘できる。そうした次元の相違を踏まえて、どう
多様な観点を融合するかは、研究課題の一つであろう。

また、実践的指導力を構成する要素を検討している論
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文も散見される。例えば、梅本らは実践的指導力を「学
びがいのある授業の実践力」と「教師としての対人関係
スキル」と捉え、教員志望学生の実態把握を行うことで、
実践に生かそうとしている 14。ただし、実践的指導力が
重層的な構造を成しているため、特定の層（構成要素）
に着目することは、包括的な実践的指導力を捉え損ねる
危険があるという指摘もある 15。

③ 実践的指導力の育成に関する実践

三つめは、実践的指導力（の基礎）をどう育成するか
という実践の研究である。最も多い論文の内容が、この
実践研究である。論文で対象となっている実践範囲は多
岐にわたる。まずは、教科等の教員種別を括りとした実
践研究である。例えば、家庭科教員 16、養護教諭 17 とい
った教員の特性に応じた実践的指導力の育成を論じたも
のがある。次に、大学の教職課程に沿った実践である。
教職課程のカリキュラム全体の議論 18 や実践的指導力の
育成を視野に入れたプロジェクトの検討 19 を始め、教
職に関する科目での実践が数多く報告されている。例え
ば、道徳教育論の科目 20、特別活動の科目 21 等が挙げら
れよう。また、こうした正課活動としての教職課程にお
ける育成だけでなく、ボランティア活動 22 や教職指導 23

といった教職課程にかかる多様な場面を対象にした実践
論文もある。

ただし、これらの実践論文は、内容にも大きな差があ
る。単に「実践したこと」を報告・紹介するものもあるし、
実践を振り返り学生アンケートや感想文の分析を通して
実践の成果を説明するものもある。前者については、そ
の実践事例の分析の深さ（実践の意味や理論的背景）が
問題となり、後者については、成果の把握の方法（何を
もって実践的指導力の育成に役立つとするのか）が問題
となる。一方で、上述した実践的指導力の概念の検討を
視野に入れながら、自らの実践を位置づけながら論じて
いる緻密な研究もある 24。実践事例の積み重ねは重要な
ことであるが、それらの実践を共通に語る枠組みも必要
となる。

（佐藤仁）

２．「教育方法学」における教師の実践的指導

力の把握と大学での実践的展開
ここでは、教育方法学の立場から教師の実践的指導力

について検討する。そこで、日本教育方法学会の学会誌
である『教育方法』（1 ～ 41；1966 年～）において、教
師の実践的指導力がどのように捉えられ、その育成がど
のように図られ、実践されてきたのかを整理する。

これまで『教育方法』において、たびたび、教師の実
践的指導力や教師の資質・力量、大学での教師教育が特
集としてに取り扱われてきた。具体的には以下の通りで
ある。

『教育方法 16 個性の開発と教師の力量』
「Ⅳ いま、教師にもとめられるもの―大学の教育学教育、
教育実習、生活指導、教科指導などの立場から」

『教育方法 19 知育・徳育の構想と生活科の指導』
「Ⅳ 新教育課程と教師教育の課題」

『教育方法 22 いま、授業成立の原則を問う』
「Ⅲ 大学における「教育方法学」教育の検討」

『教育方法 33 確かな学力と指導法の探究』
「Ⅱ 確かな学力と教師の実践的指導力」

『教育方法 42 教師の専門的力量と教育実践の課題』
「Ⅲ 教育実践を支える教師の養成」
（校正中に刊行されたものであるため、本稿では文献紹
介にとどめておきたい。）

このほかにも教師の実践的指導力等について論じられ
たものは散見されるが、本稿では、上で挙げた文献、そ
のなかでも教師の資質・力量について直接的に述べてい
るものや、そうした資質・力量を形成するための構想に
ついて述べているものを中心的に取り扱う。

（１）従来の教師教育に対する批判と求められる

教師の資質・力量

柴田義松氏は、アメリカでの議論を引き合いに出しな
がら、教育実習が抱える問題点を提起した。それは、教
育実習がイデオロギー的背景から切り離された『教授の
実利主義的見地』の発展に寄与しており、学校の既存の
秩序を無批判に維持することに役立っていること、教育
実習において教授技術が何らかの教育目的を達成するた
めの手段というよりも自己目的と化していること、教育
実習は、学生が大学で学んだことを捨て去り、教職の現
場で求められている信念や行動を受け入れていく過程と
なっていること、教育実習は、実習生に教授活動を計画
したり評価したりする際の理論的枠組を与えず、もっぱ
ら通常の型にはまった手順を学ばせることに重点がおか
れ、それらの手順がもつ効果を分析させてはいないこと、
などである 25。また、「こうした疑問や批判から、教育
実習を単なる教師の見習訓練に終らせず、教育活動に関
する反省的・研究的態度を養い、思慮深い教師を育てる
ためのものにするにはどうしたらよいかということに注
意を向けていること」26 にも言及した。

柴田氏は、教育実習での生きた教育活動の体験がその
後の学生の学びに対して肯定的な働きをすることを認
めながらも、そこに潜む課題を指摘している。それは、

「実習生たちの教師としての『社会化』、つまり教師らし
くなるということには二面性がある。職場の慣習に慣れ
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親しむことによって、そつなく事をすますようになると
いうことは、その裏面において、（中略）新鮮な感受性
や批判的志向、探求心を失っていくことになりがちであ
る。」27 という指摘にあらわれている。

実践的指導力そのものについても、「教師の技術とか
実践的指導力を血の通わない鋳型はめやハウ・ツウ式に
狭くとらえるのでなく、教育の本質的課題に深く根ざし
た技術の研究にまで発展させるためには、教育方法に関
する思想史的研究をはじめ、これまでの授業研究や生活
指導研究の成果に深く学ぶ必要があるだろう。」28 と述
べて、研究的視座にもとづいて既存の方法を省み、発展
させることの必要性を指摘している。

高田喜久司氏は、教師の資質として、「豊かな人間性」
「学習指導の専門家としての能力」「学級経営者としての
能力」「カウンセラーとしての能力」を挙げたうえで、「学
問研究の成果に基づき大学において、意図的・計画的に
教育可能な資質と、教育不可能とは言わないまでもどこ
まで可能か、と問題とせざるをえない資質とが考えられ
る」と述べている 29。とりわけ、「豊かな人間性」に象
徴される人間的資質は、大学のカリキュラムに明示され
にくい側面がある 30。

こうした教師の資質のとらえ方にもとづいて、教師教
育における「理論はわからなくとも実践さえしっかりや
ればよい」という実践志向論、「学問的な能力をきちん
と身につけさえすれば将来、教師としての可能性が芽生
えてくるといった暗黙の期待」のうえにある理論志向論
をともに批判し、理論と実践の統合がはかられていない
ことの問題を指摘した 31。

そのうえで、「理論は確実な実践のために存在する。
理論に支えられずして有効な教育実践はありえない。（中
略）教育現場ほど全体的なものを把握し、個々の現象を
関連的に位置づけていく理論あるいは思考力が必要なと
ころはないはずである。逆に、実践を対象としてその意
味や構造を探るところに理論の特質がある。理論は実践
をとおして実証されることによってはじめて、豊かな内
容をもつことになる。」32 と述べて、理論と実践の統合
の必要性をあらためて主張した。

具体的には、教育実習において「見よう見まね」「習う
より慣れよ」的性格が強いこと、「授業の技術や方法の訓
練に専ら力点がおかれ、教育を幅広く見る姿勢が欠如し
てくる」こと、すなわち、「所与の体制」（ある状態）へ
の適応が強調されていることを問題視した 33。「教育実習
は大学におけるカリキュラムの一環であるという前提を
本来的に回復させ、大学の授業で得た理論を実践に照ら
して「あるべき状態」を再構成しなければならない。」34

と、教育実習における理論と実践の統合の有り様を示し
た。こうした問題意識にもとづいて、従来の実習のみで
はなくて、随時または定期的に継続する実習「教育実地
研究」のカリキュラムを示した 35。

川口幸広氏は、「「教師になれるかどうか」（教師とし
ての資質があるかどうか）の不安を抱きながら、その

「不安」感から逃避すべく、「現場教師によって直接伝達
され得る教育技術」を唯一客観的な教師の資質として熱
望している」学生像を浮き彫りにし、「学問的実践主体」
の形成を目指して、「批判」意識の形成を重視した 36。

坂本光男氏は、「指導しにくくなった子どもたち」の
抱える状況を明らかにしながら、そうした子どもたちを
目の前にした教師に求められる資質を示した。「指導し
にくい子どもたち」は、その子どもたちの発達をゆがめ
る社会的・政治的諸矛盾の拡大によって、そうならざる
を得なかったのである。そうした子どもたちを指導する

「教師はますます自己形成の努力をしなければならない。
子どもの発達をゆがめる諸矛盾が拡大されればされるほ
ど、その困難性を打破する指導の深さ、鋭さが求められ
てくるからである」37。「その自己形成とは、単に指導
の方法・技術を高めることではない。重要なのは、科学
的な原理・法則を深く学ぶこと。そのうえで今日的諸問
題を克服するための多様な方法・技術を創造し錬磨する
ことである。」38 ここでも、科学的な原理・法則にもと
づくことが求められているのである。

以上四者は、教師の資質・力量が、技術主義的、実利
主義的、適応的なものに陥りがちであることとその問題
性を指摘しながら、既存の枠組みにとらわれない視点で
実践を創造することのできる研究的視座を求めた。

（２）教師教育における大学教育の役割

白井愼氏は、大学の教師教育カリキュラムが前提と
する教師像への批判的検討にもとづいて、教師像（教
師の資質）とその形成に寄与する教師教育の有り様を
示した。そこでは、「大学の自治と学問の自由を根幹に
した大学で教師を養成するという開放制教師教育の大
原則にのっとり、学問的研究の成果をふまえた「真理
と正義を愛する」ものでなくてはならない。いやしく
も無批判に教育内容政策や教員政策に追随していくも
のであってはならない」39 という立場を示した。そこ
から、教師教育カリキュラムの技術主義的な偏向を問
題視し、とりわけ教科外教育について「日本の教育現
場における集団づくりによる民主的人格を形成してき
た実践と、その理論的な発展の歴史的成果を反映しよ
うとせず、適応指導的立場である生徒指導に終始する
ならば、子ども・青年の発達の危機を克服する生活指
導にはならない」40 ことを強調した。

百々康治氏も、「学校的な」日常的常識にとらわれな
い教師の創造性を強調した。「教師がいかに創造的に自
らの教育労働を展開するかということは、子どもとの関
係においてである。教師の教育労働の対象としての子ど
もについて、「現実の子どものなかに何を問題としてみ
るか？教育の課題としてみるか？」ということとの関係
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において創造性が問われるのである。しかし、そうした
創造性は、教師を取り巻く「学校」のもつさまざまな制約、
学校のなかに蔓延する「学校的な」日常的常識の壁を破
るという「研究」なしには成立しないであろう。」41

百々氏は、このような創造的に教育実践を展開する
実践的力量にかかわるものとして「教育方法学」を挙
げ、「日本国憲法・教育基本法にもとづく「教育方法学」
のめざすところは、教師の「主体的・創造的な教育実
践」を支えうる教育実践学をめざす「教育方法学」の
追求であり、既存の学校教育という政策的・制度的枠
組みそれ自体をも批判的検討の対象にした「教育方法
学」の追求である。」42 と述べた。こうした教育方法学
が、「大学における教師教育をめぐる理論的・実践的な
取り組みの中からまず構築されなければならないので
はないだろうか。」43 と述べて、大学における教師教育を、
教師の研究的視座獲得の出発点と位置づけるべきこと
を示した。

子どもの実態に応じて豊かな実践を創造するために
は、既存の枠組みにとらわれてはならない。そうした実
践を創造するためには、研究的視座を構築することが必
要であり、そうした教育実践の基盤を形成することが大
学での教師教育の使命とされている。

（３）大学での教師教育実践の展開―教師教育カ

リキュラムにおける省察―

既存の枠組みにとらわれない視点で実践を創造するこ
とが教師の資質・力量として求められるという思想は引
き継がれながら、より具体的な形で提起されていくこと
になる。

権藤誠剛氏は、大学の教員養成カリキュラムが、教師
としての資質や力量を形成していくために統合・構造化
されていないこと、「理論は大学で、実践は現場（実習）で」
という二分離的把握があること等を問題視したうえで、

「教育実地研究」における、そうした事態の克服を示した。
そこでは、「理論と実践との創造的相互交流」、すなわち

「理論を単に実践に移す、あるいは反映させるというこ
とではなく、逆に実践から理論を捉えなおし、反省的吟
味を促し、実践との緊張した関係の中から、実践からの
知（学）ともいうべきものを構築していくこと」44 が求
められている。

堀江伸氏は、教育実践を創造する「実践的知性」を「単
元・年間の連続性・一貫性を構想できるレベル」「一時
間の「授業の構成」を設計できるレベル」「授業の中の
展開の中で子どもの発現の差異を捉えたり、課題に組織
したり、広げたり焦点づけたりという短時間での判断と
選択というレベル」に分け、こうした「実践的知性」の
自己形成を促すために「この知性の存在を全体として理
解させる」こと、「授業ビデオをこれらの三レベルから
吟味しあうということ」を大学の「教育の方法・技術」

のなかで展開したという 45。
佐藤年明氏は、「一実践事例の徹底的分析型」の授業

を行うことで、「様々な実践場面における教師としての
主体的判断の基礎訓練になる」46 ことをめざした。その
一方で、「教師の基礎教養として教育方法学の知見を伝
えることをいかに両立させるか」47 というジレンマも明
らかにした。

寺岡英男氏は、「子ども自身の、構想し、追究し、共有し、
振り返り、また組み立ててまた取り組んでいくという、
探究とコミュニケーションを核とする省察的な学び」を
基点としながら、そうした学びを実現できる教師に求め
られる専門性としてショーンの「省察的実践家」モデル
を提示した 48。そのうえで、省察的な実践の積み重ねへ
と転換した学部教育、大学院教育の実態を報告した。

（４）実践を認識する力としての実践的指導力

近年では、より詳細に実践的指導力が提起されている。
高田清氏は、教師の実践的指導力を、①対象をとら

える力、②対象に働きかける力、③活動内容を構成す
る力、④実践を認識する力という四つの観点からとら
えている 49。①対象をとらえる力とは「子どもをとらえ
る」「子どもを理解する」ということにかかわる力であ
る。②対象に働きかける力とは「働きかけられた子ども
たち自身が、学びや生活の主体者として生き生きと自主
的に取り組むような活動を導き出す「働きかけ」」、具体
的には「微笑みかける、話しかける、頭を撫でる、ほめ
る、叱る、見せる、指示する、問いかける、ゆさぶる、
説明するなど、何らかの外的に現れる形で子どもたちに
働きかける活動」にかかわる力である。③活動内容を構
成する力とは「子どもたちが取り組むにふさわしい生活
活動や学習活動の内容をつくり出し構成する力」、すな
わち「教材づくりやカリキュラム構成の力」である。④
実践を認識する力とは「自らの実践自体を認識の対象と
し分析する」ことによって、「対象をとらえる力と働き
かける方法技術」を発達させる力である。

こうした実践的指導力のなかでも、とりわけ④実践を
認識する力は重要である。なぜなら「体験を認識の対象
とし、分析・検討し、自らの実践のあり方に取り入れる
ことで「経験化」され、それが実践的指導力の獲得につ
ながる」50 からである。つまり、実践を認識し、そこか
ら学ぶことが、対象をとらえる力（①）や対象に働きか
ける力（②、③）の獲得につながるのである。

この実践を認識する力を高めるためには、教育実践記
録づくりとそれにもとづく実践分析が必要となる。教育
実践記録には、教師がどのように働きかけたのかという

「客観的作用過程」と、それはどういった目的、意識に
もとでの働きかけであったのかという「意識的内面的過
程」とが書き込まれる必要があるし、それだけではなく
て、子どもが働きかけられた結果どのように反応したの
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かという「客観的作用過程」と、その背後にある「意識
的内面的過程」も必要である 51。なぜなら教育実践は目
的的、意識的な営みであるものの、とりわけ実践のなか
での子どもの反応に対する教師のタクトに内在する目的
や意識は必ずしもその時点では明確あるいは自覚的では
ないからである。「この授業実践の進行過程における教
師の認識、推測、解釈、判断、決断といった意識的内面
過程の的確さや豊かさこそ、教師の実践的指導力の中心
をなす」のだから、この無自覚な部分をこそ明確にする
ことが重要になる。そのためには必要なことは、教師の
タクトに内在する意識、そうしたタクトが起因する子ど
もの行為や「内面的過程」をつぶさに記録することであ
る。実践記録づくりとそれにもとづく分析がより客観的
に妥当性をもつために、また教師の無自覚な「内面的過
程」を明らかにするために、共同性が必要であることは
言うまでもない。

森脇健夫氏は、「授業の計画を立て、実施し、評価す
る教師の知」、すなわち「授業をつくる教師の知」につ
いて次のように述べている。「教師が用いる技術は科学
知、経験知によって支えられている。技術知は、科学知
の習得、実践経験の中での実践的知識の蓄積によって豊
かになる。（中略）実践的知識の中には、科学知も入り
こんでいる。実践的知識の特徴は、その知識の内容にあ
るのではなく、知識間の関連づけ、応用のありようにあ
る。」52

森脇氏の主張の中心は、こうした教師の知が形成・変
革されていくプロセスを明らかにするために、ライフヒ
ストリー的アプローチが必要であるということである。
そのなかで「変革のプロセスが、初任時代の科学知に支
えられた技術としてのある枠組みの獲得とそこからの離
反、さらには再創造という歴史をたどっていること」53

を示した。
（樋口裕介）

３．通常学級の特別支援教育において求めら

れる指導
特別支援教育の実践的指導力については、中央教育審

議会が 2005 年 12 月８日に提出した「特別支援教育を推
進するための制度の在り方について（答申）」に見るこ
とができる。その「第 5 章　教員免許制度の見直しにつ
いて」の「1．基本的な考え方」において、「特別支援教
育を担当する教員は、障害の種類に応じた専門性が求め
られる一方、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに対
応した適切な指導及び支援を行うことや、特別支援学校

（仮称）が、地域の小・中学校等に対する支援を行うと
いった、特別支援教育のセンター的機能を担うために、
特別支援学校（仮称）の対象となる 5 種類の障害種別（盲・
聾・知的障害・肢体不自由・病弱）以外の、言語障害、
情緒障害に加えて、LD・ADHD・高機能自閉症等を含

めた様々な障害に関する幅広く基礎的な知識を有してい
ることが期待される」としたうえで、「そのため、今後、
特別支援教育を担当する教員について、免許状で担保す
べき資質能力として」、以下の四点をあげた。

・特別支援教育全般に関する基礎的な知識
・障害のある幼児児童生徒の心理、生理及び病理に関す

る一般的な知識・理解
・障害のある幼児児童生徒の教育課程及び指導法に関す

る深い知識・理解及び実践的指導力（重複障害児の指
導に関する知識・理解を含む）

・小・中学校等の支援のために必要な LD・ADHD・高
機能自閉症等に関する知識・理解及び実践的指導力

このように、特別支援教育では、2005 年に実践的指
導力についての記述が見られる。けれども、特別支援教
育における実践的指導力がどのような指導なのか、詳細
には述べられていないのではないだろうか。ここでは、
特別支援教育の開始により注目される通常学級の特別支
援教育に焦点をあて、その課題から求められる指導を整
理する。そのさい、第一に、特殊教育から特別支援教育
への転換によって求められる指導、第二に、国際的な動
向である「特別な教育的ニーズ」から見た指導、第三に、
今日注目されているユニバーサルデザインの授業づくり
に求められる指導、という三つを考察したい。

（１）特殊教育から特別支援教育への転換

特別支援教育は、2003 年３月の「今後の特別支援教
育の在り方について（最終報告）」において、「障害の程
度等に応じ特別の場で指導を行う『特殊教育』から障害
のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて適切な
教育的支援を行う『特別支援教育』への転換」が示され
た。その結果、「一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導」
という個別のニーズに対応する指導を行うことが特別支
援教育において重視されるようになった。

こうした個別のニーズを重視する傾向に対して、特
別支援教育の開始以降、次のような指摘がされるよう
になった。医療現場からは、教育現場に医学情報が組
み込まれたことで、誤った対応が減ったと評価しつつ、
その一方、「児童生徒や親の心情へ近づく様子は少なく
なり、それ以上に障害名にのみ近づく結果になってし
まった」54。また、実践現場からは、「個別の指導計画
やソーシャルスキル・トレーニングなど、個別の指導が
重視され、子ども集団や人と人とのつながりが軽視され
る傾向」55 にあることや、巡回相談に関わった研究者も

「確かに小学校のクラスを回ってみて感じることは、教
師が具体的な個別指導に関する方法論への熱意に比べ、
学習や人間関係の場であるクラスに対する関心が薄いこ
とである」56 と述べている。つまり、個別指導の重視や
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個別のニーズの強調から、指導において集団や子ども同
士のつながりが軽視されているのである。

このように、個別の対応についての問題を指摘してい
るが、個別指導は当然必要である。「特別支援教育は、個々
のニーズがある児童に対して、個別の対応を行うことが
できるという点で、子どもとその家族の幸福には大きな
進歩となりうる改革である」57 と言われるように、特別
支援教育が開始されることで特別なニーズのある子ども
に、個別に対応するようになったことは大変意義深い。
こうした個別の対応とともに、集団でのかかわり合いや
学び合いといった視点も含んだ指導が、特別支援教育に
おいて求められる。

（２）「特別な教育的ニーズ」から見た指導

1978 年のイギリスのウォーノック報告で提唱され、
わが国でも議論されているのが、「特別な教育的ニーズ」
である。この用語は、世界的に普及し、今日では障害児
教育の主流となっている。それは、「『障害』という用語
を使い続けているのでは、子どもばかりに意識が向けら
れてしまうため、その発想を転換させるために、新しい
用語を導入したのであった」58。すなわち、「特別な教
育的ニーズ」という用語を使うことで、障害のある子ど
もを教育の対象としていた障害児教育という考え方か
ら、教育対象を捉え直す機会をつくり出した。このよう
に「特別な教育的ニーズという用語は、子どもにとって
必要な支援を導く際には、すべての子どもの教育の可能
性を保障するために、子ども自身の要因に加えて子ども
の学習環境や教師の指導に対する考え方などを重視する
ことが不可欠であることを明確に示すキーワードとして
登場してきたのである」59。例えば、母国語ではない学
習環境で学ばなければならない、母国語しか話せない子
どもは、「特別な教育的ニーズ」のある子どもとして捉
えられるようになった。このように教育の対象を障害児
以外にも拡大し、その子どもの特別なニーズにふさわし
い指導を受けられることが考えられるようになったので
ある。

また、こうした指導の考え方は、「『特別な教育的ニー
ズ』をもつ子どもの支援方法を考える際に、困難を抱え
る『個人』ばかりを見つめるのではなく、困難を抱える
子どもを取り巻く『集団』についても同時に見ていくこ
とが必要である」60 と述べられている。すなわち、「特
別な教育的ニーズ」のある子どもだけにとらわれるので
はなく、あらゆる子どもの教育の可能性を肯定的に見な
がら、多様な子どもたちで編成される集団への指導方法
を構想しなければならないのである。これは、一人の子
どもを指導することと、周りの子ども（集団）を指導す
ることとを統一的に捉えるように考えられている。「特
別な教育的ニーズ」のある個人とともに周りの子ども（集
団）をも教育の対象にすることで、すべての子どもを教

育の対象として多用なニーズにふさわしい指導を構想す
ることが求められる。

（３）ユニバーサルデザインの授業づくりに求め

られる指導

こうした動向から、障害のある子どもだけではなく、
すべての子どものために行われる特別支援教育へと展開
する中、通常学級の指導において注目したいのが、ユニ
バーサルデザインの授業づくりの広がりである。ユニバ
ーサルデザインの授業づくりとは、特徴として、学習障
害児等の特性の視点から指導方法を工夫し、子どもたち
の学習への参加を以下の三つのように構想している 61。

・視界によけいな情報（刺激）を入れないように、黒板
の周りの掲示物を取る。

・学習内容や教師の指示内容がわかりにくいときには、
イラストを用いて視覚的に理解できるように支援する。

・板書の仕方や問いかけの方法を統一し、何が重要事項
で、何が問われているかがわかりやすいようにする。

こうしたユニバーサルデザインの授業づくりの特徴で
ある、学校のすべての子どもたちの「わかりにくさ」を
最小限にする点は評価しつつも、ユニバーサルデザイン
の授業づくりに対する次のような指摘もある。

第一に、「通常学級における授業ユニバーサルデザイ
ンの何が有効で、何が限界かがよくわかっているわけで
はないのである」と述べられ、どんな障害にも対応でき
るわけではないことが指摘されている 62。第二に、従来
からの授業スタイルである「一斉教授」をより効果的に
するためのテクニック集になる危険性である 63。それは、

「授業の構成・教材・展開から教師の発問や板書、机間
指導の方法に至るまでの教授方法を『一つのパッケージ』
にして提示するといった特徴があると考えられるのでは
ないだろうか。そして、こうしたパッケージを駆使して、
教室にいる子どもの中で『わからない』で『落ちこぼれ
ていく』子どもが出ないようにすることで、『すべての
子どもの学習』を保障するといった実践原理が存在して
いると考える」64。こうしたパッケージ化された授業の
場合、「『わからない』で『落ちこぼれていく』子ども」
が出てくる可能性は十分あるのではないだろうか。むし
ろ、教師の指導になじまず、「『わからない』で『落ちこ
ぼれていく』子ども」を仲間や教科内容とつなぐ多様な
指導が求められるのではないだろうか。

第三に、ユニバーサルデザインの授業づくりには、子
どもたちどうしが互いに認め合い、助け合う学級集団の
視点も必要である 65。というのも、次のような事例が起
こりうるからである。「ある子どもに目立つ形で特別な支
援を実行する。そうすると、学級内で『なぜあの子だけ
なの？』という疑問が生じることがあろう。適切な対応
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ができないと『ダメな子だから』等の誤ったレッテルが
貼られてしまう可能性がある」66。こうした特別な支援
が認められ、特別とは感じないような学級集団へと高め
る指導が求められる。

このように、ユニバーサルデザインの授業づくりに求
められる指導を考えることで、課題として、ユニバーサ
ルデザインの授業づくりの長所と短所を見極め、一斉教
授の視点だけではなく、個と集団の関係を含めた授業構
想とともに、学級づくりの視点も必要である。

以上のように、特別支援教育において求められる指導
を整理したが、特別支援教育でも、個別か集団かといっ
たような二分法的な捉え方から抜け出さなければならな
い。個と集団の関係を問い直し、「特別な教育的ニーズ」
という用語からすべての子どもを含む視点、ユニバーサ
ルデザインの授業づくりの課題等から指導を問うことは
今後も必要であると考える。

現在、授業論のレベルでも議論がなされているイン
クルーシブ教育の視点から「個のニーズに対応するだ
けでなく、多様なニーズをもつ子どもに開かれた学校・
学級の生活」の創造を目指し、「生活の創造と公共空間」、

「生活の創造と教師の指導」、「カリキュラムと学びの構
想」という三つから「重層的な指導構想」が提起され
ている 67。こうした点を追求することが、今後より一
層求められる。

（吉田茂孝）

４．保育者養成における実践的指導力の議論

（１）保育者養成をめぐる現状と課題

現在、就学前の子どもたちの保育を担う幼稚園教諭と
保育士（以下、保育者と略記）とその養成は、厚生労働
省管轄の保育士を養成する学校または施設（指定保育士
養成施設）での養成と、文部科学省により課程を認定さ
れた大学または指定教員養成機関での養成という二重の
構造になっている。この二元制が敷かれたのは戦後のこ
とであり、1947 年の学校教育法により幼稚園が学校と
して、同年の児童福祉法により保育所が児童福祉施設と
して認められたことから始まる 68。現在は、短大をふく
め多くの保育者養成校において保育士資格と幼稚園教諭
の二つの免許資格を取得可能である 69。

保育者養成をめぐる課題については、保育士不足、高
い離職率や待遇面などの課題が挙げられる 70。他方で、
近年、保育に対するニーズの多様化に伴い、幼児教育・
保育施設のあり方の見直しが進められている。子ども・
子育て関連三法案が 2012 年 8 月に内閣府から提案され
可決された。これにより、原則、保育所と幼稚園を一体
化し認定子ども園へ移行することが決められた。それに
ともない保育士・幼稚園教諭についても「保育教諭」と

いう名称となるということが触れられているが、具体的
な保育者の養成についてはもちろんのこと保育者養成が
どのような方向に進むのかは不透明なままである。

このような制度的な課題の他に国際的な視野からみる
と、「保育の質」が一つの大きなトピックとなっている。
OECD（経済協力開発機構）は、近年、乳幼児保育・教
育問題に強い関心を示しており、加盟国対象の調査と継
続的な審議を通して保育者の専門性向上に関する政策を
提言している 71。保育の質をめぐる議論は、秋田らがレ
ビューするように「保育者の専門性」と深い関連があり、

「保育の質は保育者の質」として保育者養成にも大きく
関連するところである 72。

以下では、まず保育者の専門性に関する議論を保育者
養成の視点から整理し直す作業を行う。次に保育者の専
門性の議論を踏まえ、保育者養成に求められている専門
性と保育実践力の関連を考察する。

（２）保育者の専門性に関する議論－保育者養成

の視点から－

2005 年の中央教育審議会答申「子どもを取り巻く環
境の変化を踏まえた今後の幼児教育のあり方について－
子どもの最善の利益のために幼児教育を考える－」にお
いては、幼児教育充実のための具体的方策のひとつとし
て，幼稚園教員の資質および専門性の向上が挙げられ、
養成段階からの専門性向上のために幼保小の連携、幼稚
園と家庭との連携などを視野に入れた専門性の質的変化
の必要性が述べられている。また 2008 年の「保育所保
育指針」の改訂に伴い、翌 2009 年に「保育所における
自己評価ガイドライン」（厚生労働省）が出された。こ
れらにより、記録などを活用した自己評価を通して保育
士だけではなく保育所全体でも資質向上に努めるよう指
摘されている。

また、2002 年、文部科学省から「幼稚園教員の資質
向上について－自ら学ぶ幼稚園教員のために－」と題し
た報告が提示された 73。そこでは、幼稚園教員の資質と
して以下のように示されている。「幼稚園教員は、幼児
一人一人の内面を理解し、信頼関係を築きつつ、集団生
活の中で発達に必要な経験を幼児自らが獲得していくこ
とができるように環境を構成し、活動の場面に応じた適
切な指導を行う力をもつことが重要である。また、家庭
との連携を十分に図り、家庭と地域社会との連続性を保
ちつつ教育を展開する力なども求められている。その際、
幼稚園教育が、小学校以降の生活や学習の基盤の育成に
つながることに配慮し、幼児期にふさわしい生活を通し
て、創造的な思考や主体的な生活態度などの基礎を培う
ことに留意する必要がある。言うまでもなく、これらの
教育活動に携わるにあたっては、豊かな人間性を基礎に、
使命感や情熱が求められる」74。

保育者の専門性の議論は、養成に観点から整理した場
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合に大きく二つの傾向がある。一つ目は保育者養成に
人間性を強調する議論である。このような立場の研究
では、上記の文科省の指摘する「豊かな人間性」や「使
命感や情熱」に着目し、養成段階において「挨拶がで
きる」「学ぶ姿勢」など特に実習における態度などの涵
養を重視しようとする 75。また、保育実習園の保育者
が求める学生の資質（コミュニケーション力など）を
手がかりに、「実践的指導力」と関連させて論じようと
する研究もある 76。確かに、人間性やコミュニケーショ
ン力は保育者として重要な資質である。しかしながら、
形式的な礼儀作法や、実習園とのコミュニケーション力
などを育成することを第一の目的としてしまっては、実
際の保育場面における子ども一人ひとりの内面の理解や
保育内容の理解や指導論が抜けて落ちてしまう可能性が
ある。何より人間性という不確かなものを養成すること
を目的としては保育者養成にとって本末転倒なものにな
ってしまうだろう 77。

さて、もう一つの動向は自らの保育経験の省察を重視
する議論がある。後藤は養成校を卒業した後に保育者と
して保育状況を構造的に把握することができる基礎とし
て①子どもの内面を理解し共感しながら、置かれた状況
を多層的に捉えること、②年齢、経験年数などの異なる
様々な他者（保育士、保護者他）と議論や記録や省察を
することを通して、子どもの様子と照らし合わせながら
自身の保育を振り返りながら問題解決の方法を見出す、
という二点を挙げている 78。このような自己の保育実践
を相対化する必要性が指摘されているは、先の「保育所
における自己評価ガイドライン」が示すように養成の段
階に限ったことではない。

例えば中坪らは幼稚園教諭の保育行為に埋め込まれた
実践的思考を、保育実践に関するビデオにより語りを引
き出す方法を用いて明らかにしている。そこでは、子ど
もの遊びが発展しない場面においても、明日の保育への
布石と考えて支援するなど先を見通す実践的思考など、
保育者だからこそ読み取ることができる文脈依存的な判
断や意図などが示されている 79。高濱は保育者としての
成長を「熟達化」との概念を用いて、保育者としての発
達プロセスについて考察している 80。ここでは、保育者
としての熟達化は、単に知識の量的な増大だけではなく、
知識を意味的なつながりを持たせて使うことができるよ
うになることを示唆している。このような専門性は保育
者養成においては、「保育の引き出し」とよばれる保育
技術とは異なるものであり、どのように子どもと向き合
い保育実践を見通せるかという姿勢などにかかわるもの
である。以下では、「実践的指導力」として保育者養成
においてどのような研究動向があるのかを整理する。

（３）保育者養成における保育実践力の研究動向

近年では保護者との連携や子育て支援など、子どもと

向きあう保育実践だけではなく保育者にもとめられる資
質・能力は多様化してきている。これらの現状をふまえ、
最近では養成段階から求める保育実践力についての研究
が蓄積されてきている。

腰山は保育における実践的指導力として、①幼児の生
活や遊びに関する観察力と分析力、②長期と短期の指導
計画立案の知識と技能③幼児の支援過程における適時の
創意工夫④幼児の育ちや実践を評価記録する知識技能の
四点を構成要素とした実践的指導力を養成すること重要
性を主張する 81。

他方で、木村・橋川は、保育者養成段階において乳幼
児期の子どもたちにかかわる保育者として身につけてお
くべき力を「保育実践力」と命名しその尺度を作成して
いる 82。保育者養成校の教員を対象とした質問紙調査に
より、「指導計画力」「指導展開力」「共感的指導力」「省
察的指導力」という四つの構成概念からなる尺度を提示
している。

また、上村はこれらの先行研究をふまえ「見とり力」、
「即応力」、「省察力」の三点を実践力として想定している。
とりわけ、「子ども理解を出発点とした保育実践を展開
する」という思考プロセスを形成することの重要性を指
摘している。指導計画を立案する知識と技能、あるいは
実際に保育を展開していく技能などは腰山や木村・橋川
に共通するところである。また、腰山の生活や遊びに関
する観察力は上山の「見とり力」と共通する。このよう
な子ども理解は幼児教育・保育においては特に重要視さ
れるものである。

このように多義的な保育実践力の養成方法に関して、
保育実習などの実習はもちろん指導計画作成や評価に関
する点は、保育内容、保育教育課程に関する科目と関連
して養成することも可能だろう。また「模擬保育」を効
果的に用いながら指導計画の見直しや省察を促している
研究が多い 83。

以上のような保育実践力に関する研究は、単に保育技
術など目に見えるスキルではなく、保育の場における実
践知を相対化し、自らの保育を省察し主体的に考察する
知性といって良いだろう。保育者の専門性は多義的であ
り、その内容は必ずしも明確ではない。これは教科や学
習内容が分化しその目的や評価が明示的な初等・中等教
育と比べて乳幼児期の教育は生活と遊びを基本とした総
合的活動を方法とするためその目的や評価が外部の者か
らはみえにくい。バーンステインの言葉を借りるならば、
保育・幼児教育は「見えない教育」なのである 84。津守
は次のように述べている。「一瞬一瞬を子どもの傍らに
いて柔らかく、しかも本気でかかわること、それが保育
実践者の専門性の第一歩である」85。この心理学者から
保育実践者となった津守の言葉は、あまりにも精神論で
あり「保育者としてのあり方」を示しているといって良
い。しかし、省察という知性と、「保育者のあり方」と
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いう目には見えにくい感性が交差するところが保育者養
成の特性なのではないかと考える。

（岡花祈一郎）

おわりに

以上、実践的指導力をめぐる教員養成研究の動向を概
観し、教育方法学、特別支援教育そして保育者養成とい
う三つの観点から実践的指導力をめぐる議論を分析して
きた。最後に、これらの知見を踏まえた上で、教員養成
研究としての新たな研究視角について、大きく二つの点
を指摘したい。

まず一つめが、実践的指導力そのものを研究の対象に
するということから一旦離れるという点である。すなわ
ち、政策的に利用されている実践的指導力の内実や概念
の意味を探るだけではなく、実践的指導力に代わる概念
を教員養成研究として示す必要があると考える。そうで
なければ、教員養成は常に政策からの要請、学校現場か
らの要請に対して受動的になってしまい、自律的な教員
養成の取り組みは進展しない。ただし、教員の資質能力
の詳細な構成要素を取り上げて論議することは、一種の

「言葉遊び」になる可能性があり、望ましいとは言えない。
実践的指導力を研究対象にすることから一旦離れるた

めの具体的な方途は、教育方法学において議論されてい
た「既存の枠組みにとらわれない視点で実践を創造する
ことが教師の資質・力量として求められるという思想」
の指摘にある。ここでいう「既存の枠組みにとらわれな
い視点で実践を創造すること」とは、詳細な教員の資質
能力論を超えた、メタレベルの教師像や教師の専門性を
意味しよう。つまり、実践的指導力を支える教師像を問
い直すと同時に、それに代わる教師像を議論することが
一つの方策となる。

この点に関しては、保育者養成の議論において指摘さ
れた「省察という知性と、「保育者のあり方」という目
には見えにくい感性」の交差という考えは、一つの保育
者像の議論となるものである。また、教員養成分野では、
すでに教育方法学者を中心に議論が進められている。例
えば、佐久間は実践的指導力を要素に分解して捉える立
場を否定し、より包括的に捉える視点（教師像）として
反省的実践家を一つの手がかりとしている 86。また、石
井は「「実践的指導力」が過度に強調される中で、「技術
的熟達者」は「定型的熟達者」に、「省察」は「問題解
決的省察」に矮小化される傾向」87 を指摘し、技術的熟
達者と省察的実践家を相補的に捉える「「学問する」教師」
像を打ち出している。これらの議論は、教育実践の現場
に基づく考察であると同時に、「大学」で教員養成を行
うことを意義づけるものであり、新たな研究視角として
示唆的である 88。こうした教師像の考察に基づき、実践
的指導力を捉え直すもしくは問い直す研究が、重要にな

ってくる。例えば、特別支援教育の議論においては、「重
層的な指導構想」を現実化できる教師像を議論の対象と
し、その内実を探っていくことが一つの研究視角になる。

二つめが、一点目の研究視角を踏まえた上で、教員養
成の実践をどう考えるのかという点である。上述との関
連で言えば、省察する専門家教育としての事例研究 89 や、
アクション・リサーチの方法の習得 90 といった例が挙
げられている。また、「大学における教員養成」の原則
を踏まえれば、実践的指導力という政策要請に応える養
成実践を考えるのではなく、大学でしかできない教員養
成の実践を考案することが教員養成実践の実践的指導力
からの脱却につながるだろう。教育方法学の議論にあっ
た「研究的視座の構築」は、まさにこの点を表している。

特に後者を踏まえると、教員養成の実践とともに問わ
なければならないのは、そうした実践を担う大学教員の
役割である。この点、教職経験を有する実務家教員の積
極的活用が答申等で求められていることは周知の通りで
ある。また実践的指導力を育成できる「教師教育者」と
いう観点からの研究も進められている 91。しかし、実践
的指導力の育成という個別化した目的のための大学教員
論は、すでに実践的指導力を包括的に捉えきれていない
ことを意味する。また、実践的指導力を研究対象とする
ことから一旦離れるならば、「実践的指導力育成のため」
という観点からのみ教員養成実践を担う大学教員のあり
方を論じることは、避けなければならない。

では、教員養成の実践を担う大学教員に対する研究視
角は、どう議論できるだろうか。少なくとも本稿で検討
した先行研究においては、この点は等閑に付されていた。
一つの突破口としては、船寄の次の指摘は参考になる。
すなわち、「大学における教員養成」の原則からすれば、
ほとんどの大学教員が教員養成に関わっているという指
摘であり 92、それは「教員養成の実践を担う大学教員」
論というものがどこまで展開可能かということを示して
いよう。教員養成の実践を担う大学教員とは、そもそも
どういう存在であり、どう位置付けられるのか。「大学
における教員養成」の原則論まで遡って、歴史的かつ根
源的な議論を深めることが、一つの鍵になろう。

（佐藤仁）
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1　例えば吉岡・八木は、実践的指導力の強調がその定義の限定化を通して、教員養成内容をステレオタイプ化・矮小
化するという問題点を指摘している（吉岡真佐樹、八木英二「教員免許・資格の原理的検討―「実践的指導力」と専
門性基準をめぐって―」『日本教師教育学会年報』第 16 号、2007 年、17-24 頁）。
2　ただし、こうした状況の背景には、政策誘導的な取り組みがあることは言うまでもない。例えば岩田は、教員養成
GP を取り上げ、教員養成系大学を中心に一種の「カンフル剤」になったことを指摘する一方で、競争的資金の審査方
針が政治的な装置として機能し、教員養成の一定の方向付けを導くという国家統制的側面を批判している（岩田康之

「教師教育の組織・カリキュラムの改革動向」東京学芸大学教員養成カリキュラム開発研究センター編『教師教育改革
のゆくえ―現状・課題・提言―』創風社、2006 年、84-85 頁）。
３　掲載雑誌の特集として組まれたり、学会大会のシンポジウムのテーマとなったりすることによって、当該年の論
文数が増える傾向がある。しかし、そうした特集やシンポジウムが組まれること自体、その年に実践的指導力を扱う
意味があったことを示す論拠ともなる。
４　長谷川哲也「「教員に必要とされる資質能力」に基つくスタンダードの予備的考察：各種審議会の議論や先行事例
の検討を通して」『静岡大学教育実践総合センター紀要』No.21、2013 年、125 頁。
５　田邉良祐「教員養成における教師に必要な資質能力の育成方策 : 1970 年代以降の政策文書における「実践的指導力」
の分析から」『教育制度研究紀要』第 7 号、2012 年、65-73 頁。
６　生野金三「教員に求められる資質能力の研究 : 実践的指導力の育成をめぐって（その 1）」『埼玉学園大学紀要』人
間科学部篇、第 10 号、2010 年、125-137 頁。
７　青木幸子「教員養成課程で育成すべき能力と実践的指導力」『東京家政大学博物館紀要』第 14 集、2009 年、1-18 頁。
８　池田雅則、小林正泰、宮城哲「教育実習に関わる制度・政策の分析―2000 年代以降における動向を中心に―」『研
究室紀要』（東京大学大学院教育学研究科・基礎教育学研究室）第 37 号、2011 年、21-38 頁。ただし、この論文は図 1
における論文数にはカウントされていないものである。
９　久保富三夫「教員の「資質」問題―「実践的指導力」強調が生み出す教師像―」『人間と教育』第 72 号、2011、86-93 頁。
10　順番に以下の論文である：毛利猛「実践的指導力と大学における教員養成」『教育学研究ジャーナル』第 5 号、2009 年、
65-70 頁。山崎哲司「「信頼される教員」を育てるために―教員養成の立場から考える“実践的指導力”―」『教育学研
究ジャーナル』第 5 号、2009 年、72-74 頁。上村悦男「教師の実践的指導力」『教育学研究ジャーナル』第 5 号、2009 年、
75-78 頁。山本恵「学校現場に求められる教師の実践的指導力」『教育学研究ジャーナル』第 5 号、2009 年、79-82 頁。
11　順番に以下の論文である：土屋基規「教師教育改革の現状と課題」『教師教育研究』第 23 号、2010 年、1-10 頁。
田中耕治「実践的指導力を問う―教育実践研究の立場から―」『教師教育研究』第 23 号、2010 年、11-15 頁。岡本哲雄「「実
践的指導力」の陥穽―21 世紀における「大学における養成」の意味―」『教師教育研究』第 23 号、2010 年、17-24 頁。
荒神一洋「「実践的指導力」を問う―中学校現場からの考察―」『教師教育研究』第 23 号、2010 年、25-31 頁。
12　時田詠子「教員養成課程における「実践的指導力」の捉え方に関する一考察―当事者の捉え方の違いに着目して―」

『早稲田大学大学院教育学研究科紀要別冊』第 17 号、第 1 巻、2009 年、258 頁。
13　例えば、田中耕治、前掲論文や豊田ひさき「高度な実践的指導力」『教育学研究ジャーナル』第 10 号、2012 年、63-66 頁。
なお、後述する「次元」を近づける役割が、まさに教育実践研究や教育方法学研究にあると考えられる。その意味に
おいて、２で取り上げる教育方法学における議論の検討は非常に重要となる。
14　梅本信章、佐藤康司、小口祐一、春日菜穂美「「実践的指導力」を備えた教員の養成にむけて―学生における授業
観と対人関係スキルに関する実態把握―」『盛岡大学紀要』第 24 号、2007 年、83-96 頁。
15　佐久間亜紀「教師にとっての「実践的指導力」―その重層的世界―」東京学芸大学教員養成カリキュラム開発研
究センター編『教師教育改革のゆくえ―現状・課題・提言―』創風社、2006 年、133-150 頁。
16　井上えり子、山内拓司「家庭科教員養成における実践的指導力の育成（１）」『京都教育大学紀要』第 112 号、2008 年、
15-22 頁。山内拓司、井上えり子「家庭科教員養成における実践的指導力の育成（２）―コミュニケーション能力を育
てる保育学習の構想と実践―」『京都教育大学教育実践研究紀要』第 8 号、2008 年、69-78 頁。
17　菊池紀子、佐島群巳「養護教諭養成における実践的指導力形成に関する研究」『教材学研究』第 14 号、2003 年、
217-222 頁。
18　 有吉英樹「実践的指導力の育成を目指す教員養成教育の在り方―岡山大学教育学部の場合―」『岡山大学附属教育
実践総合センター紀要』第 9 巻、2009 年、73-82 頁。
19　 高橋英児「養成段階における実践的指導力の育成についていの一考察」『日本教師教育学会年報』第 19 号、2010 年、
57-66 頁。
20　高瀬幸恵「「道徳教育論」における実践的指導力育成の取組―模擬授業を通して―」『Obirin today : 教育の現場か
ら』第 10 号、2010 年、129-141 頁。牧崎幸夫「道徳の時間の実践的指導力の育成」『龍谷大學論集』第 478 号、2011 年、
77-99 頁。

注
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21　森田健宏「「特別活動の指導法」における校務演習の導入と実践的指導力に対する学生の自己評価」『夙川学院短
期大学教育実践研究紀要』第 3 号、11-16 頁。
22　土井進、関川光彦「「信大 YOU 遊世間」における実践的指導力の基礎の構造と陶冶」『教育実践研究』第 6 号、2005 年、
131-140 頁。
23　竹内英人「実践的指導力を育成するための教職支援について ( 教師教育実践交流 )」『教師教育研究』第 23 号、2010 年、
59-62 頁。
24　例えば、上記の高橋論文では、所属校の実践を説明するだけでなく、その理論的背景を実践的指導力の概念分析
の文脈で位置づけながら論じており、それらの分析を踏まえて上で、自校の実践にとどまらないより包括的な教員養
成における実践的指導力の育成の視点を提示している（高橋、前掲論文）。
25　柴田義松「大学の教育学教育、特に教育実習の見直しについて」日本教育方法学会編『教育方法 16 個性の開発と
教師の力量』明治図書、1987 年、142 頁参照。
26　同上、143 頁。
27　同上、145 頁。
28　同上、145-146 頁。
29　高田喜久司「教師教育のカリキュラム構想と展開―教育実習改善の視点から―」日本教育方法学会編『教育方法
16 個性の開発と教師の力量』明治図書、1987 年、150 頁参照。
30　同上参照。
31　同上、151-152 頁参照。
32　同上、152 頁。
33　同上、153-154 頁参照。
34　同上、154 頁。
35　同上、155-160 頁参照。
36　川口幸広「教師像形成のための“批判意識”形成について―大学における教員養成の課題のために―」日本教育
方法学会編『教育方法 16 個性の開発と教師の力量』明治図書、1987 年、169-171 頁参照。
37　坂本光男「いま教師に求められるもの」日本教育方法学会編『教育方法 16 個性の開発と教師の力量』明治図書、
1987 年、183 頁。
38　同上。
39　白井愼「新教育課程と教師教育の課題」日本教育方法学会編『教育方法 19 知育・徳育の構想と生活科の指導』明
治図書、1990 年、112 頁。
40　同上、115 頁。
41　百々康治「教師教育における「教育方法学」」日本教育方法学会編『教育方法 19 知育・徳育の構想と生活科の指導』
明治図書、1990 年、134 頁。
42　同上、135 頁。
43　同上、136 頁。
44　権藤誠剛「教員養成における力量形成と「教育実地研究」」日本教育方法学会編『教育方法 22 いま、授業成立の
原則を問う』明治図書、1993 年、95 頁。
45　堀江伸「教師教育の現代的課題と「実践的知性」の形成―「教育の方法・技術」（二単位）の実践と反省」日本教
育方法学会編『教育方法 22 いま、授業成立の原則を問う』明治図書、1993 年、119-120 頁参照。
46　佐藤年明「「参加」と「批判」の体験を通じて学生自身の学習指導観の形成を促す」日本教育方法学会編『教育方
法 22 いま、授業成立の原則を問う』明治図書、1993 年、135 頁。
47　同上。
48　寺岡英男「教師の実践的指導力を育てるには―福井大学教育地域科学部での新しい展開―」日本教育方法学会編『教
育方法 33 確かな学力と指導法の探究』図書文化、2004 年、100-101 頁参照。
49　高田清「現代学校における教師の実践的指導力―教育実践記録づくりと実践分析の意義」日本教育方法学会編『教
育方法 33 確かな学力と指導法の探究』図書文化、2004 年、84-86 頁参照。
50　同上、86 頁。
51　同上、89 頁参照。
52　森脇健夫「授業をつくる教師の知をめぐって」日本教育方法学会編『教育方法 33 確かな学力と指導法の探究』図
書文化、2004 年、127 頁。
53　同上、128 頁。
54　田中康雄「特別支援教育のいま─教育と医学の役割を考える」『こころの科学』第 163 号、日本評論社、2012 年、16 頁。
55　宮本郷子「一人ひとりの子どもたちとていねいに向きあう─通常学級のインクルーシブな学級・授業づくり」荒
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川智編著『インクルーシブ教育入門─すべての子どもの学習参加を保障する学校・地域づくり』クリエイツかもがわ、
2008 年、29 頁。
56　七木田敦「小学校における非言語性学習障害の実態―巡回相談から見えてくること」『教育と医学』第 654 号、慶
應義塾大学出版会、2007 年、34 頁。
57　杉山登志郎『発達障害の子どもたち』講談社、2007 年、209 頁。
58　真城知己「特別な教育的ニーズとは何か」日本特別ニーズ教育学会編『テキスト　特別ニーズ教育』ミネルヴァ書房、
2007 年、8 頁。
59　同上。
60　新井英靖「特別な教育的ニーズを持つ子どもへの支援方法～ ADHD 児と被虐待児に焦点をあてて」日本特別ニー
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